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はじめに 

 

 全国の自殺者数は平成２２年以降減少傾向にあり、

平成２９年は約２万人となっています。しかし、これ

は同年の交通事故による死亡者の約５．５倍で、先進

国の中でも高い水準であることから、非常事態はいま

だ続いていると考えられます。このような状況の下、

平成２８年には「自殺対策基本法」が、平成２９年に

は「自殺総合対策大綱」が改正され、「誰も自殺に追い込まれることのない社会

の実現」が基本理念として掲げられました。 

 瑞穂町においても、毎年７人程度の住民の方が尊い命を自ら絶っています。

自殺は、生活の困窮や心身の健康問題など様々な要因が複数重なり、追い込ま

れた末の死であると言われていることから、多方面からの包括的な予防施策を

推進していくことが必要です。 

 今回策定した「瑞穂町自殺予防対策行動計画」は、町の自殺の現状を踏まえ、

瑞穂町第３次地域保健福祉計画と同じく「ふれあい・ささえあい・やさしさの

あるまち・みずほ」を基本理念とし、「誰も自殺に追い込まれることのない瑞穂

町」の実現を目指す内容となっています。計画に示しました医療、福祉、教育

など様々な分野における施策について、自殺予防の視点を取り入れて推進して

いき、住民の皆様の誰もが自殺に追い込まれることがないよう、生きることを

支援するまちづくりを目指し努力していきます。今後も住民の皆様のご理解と

ご協力をお願いいたします。 

 最後に、本計画の策定にあたり、ご指導、ご協力賜りました関係機関の皆様

に心より感謝申し上げます。 

 

                 令和２年３月 

                      瑞穂町長 杉浦 裕之  
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第１章 計画の策定にあたって 

 １ 計画策定の趣旨  

 全国の年間自殺者数は、平成１０年に急増し年間３万人を超える事態となりまし

 た。（図１）その後も自殺者数が減らない状況が続き、国は誰もが自殺に追い込まれ

 ることのない社会の実現をめざして、平成１８年に「自殺対策基本法」(注 1を、平成

 １９年に「自殺総合対策大綱」(注 2を策定し、自殺総合対策を開始しました。 

 自殺総合対策開始後、平成２２年以降の年間自殺者数は減少に転じましたが、依

然として２万人を超える状況は継続しています。このような中、施行から１０年の

節目に当たる平成２８年には「自殺対策基本法」が、平成２９年には「自殺総合対

策大綱」が改正され（図２）、自殺対策を地域レベルで推進していくこととし、都道

府県と市町村は自殺対策計画を策定することとされました(注 3。 

 東京都は、平成３０年３月に「東京都自殺総合対策計画」を策定しました。自殺

 は追い込まれた末の死であり、自殺対策は「生きることの包括的な支援」であると

 し、施策が掲げられています。 

  瑞穂町においても、自殺には多様かつ複合的な原因及び背景があることを踏まえ

 （図３）、自殺対策を「生きることの包括的な支援」として、保健、医療、福祉、教

 育、労働その他の関連施策との有機的な連携により進めていくため、「いのち支える 

瑞穂町自殺予防行動計画」（以下「本計画」という。）を策定します。 
 

（図１） 全国・東京都の自殺者数の推移〔自殺者の年次推移（全国・東京都）〕 

                                 資料：「人口動態統計」 

注 1  自殺対策基本法 
自殺の防止と自殺者の親族等への支援の充実を目的として制定された法律で、平成 18 年 6 月 21 日に公布、同年

10月 28日に施行。施行から 10年の節目に当たる平成 28年 3月に改正、同年 4月 1 日に施行。 
 
注２ 自殺総合対策大綱 

自殺対策基本法に基づき、政府が推進すべき自殺対策の指針として定めたもの。平成 19年 6月に初めての大綱が策
定された後、平成 20 年 10月に一部改正、平成 24年 8月に全体的な見直しが行われた。その改正で大綱はおおむね
5年を目途に見直すこととされたため、平成 29年 7月新たな大綱が閣議決定。 

 
注３  自殺対策基本法第１３条第２項 

「市町村は自殺総合対策大綱及び地域の実情を勘案して、地域自殺対策計画を定めるものとする」 

全国（人） 東京都（人） 全国（人） 
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（図２）「自殺総合対策大綱（概要）」 

    

 

(図３) 自殺の危機要因イメージ図 

 自殺は、生活の困窮や心身の健康問題など様々な要因が複数重なっておきています。 

資料：自殺の危機要因イメージ図（厚生労働省資料） 

 

資料：厚生労働省（平成２９年７月２５日閣議決定） 
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２ 計画の位置づけ 

  本計画は、自殺対策基本法第１３条第２項に基づく「市町村自殺対策計画」とし

て、瑞穂町の自殺対策を進めるための方向性や目的を定めるものです。国の自殺総

合対策大綱や東京都自殺総合対策計画を踏まえると同時に、第４次瑞穂町長期総合

計画の基本目標の１つである「健康で元気なみずほ」に達するための方針を示す瑞

穂町第３次地域保健福祉計画の基本理念「ふれあい・ささえあい・やさしさのある

まち みずほ」に沿って、地域保健福祉計画、高齢者保健福祉計画、障害者計画な

ど関連する計画と整合性を図り策定するものです。 

  また、本計画は誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指すものであ

るので、ＳＤＧｓ(注 4の１７のゴールのうち特に関連が深い「３ すべての人に健康

と福祉を」の達成に貢献します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 次瑞穂町長期総合計画 

「健康で元気なみずほ」 

【東京都】 

東京都自殺総合対策計画 

 

いのち支える瑞穂町自殺予防行動計画 

 

瑞穂町障害者計画・障害福祉計画・障

害児計画 

瑞穂町子ども・子育て支援事業計画 

瑞穂町高齢者保健福祉計画・介護保 

険事業計画 

 

 

瑞穂町第３次地域保健福祉計画 

「ふれあい・ささえあい・ 

やさしさのあるまち みずほ」 

 

その他の関連計画 

【国】 

自殺総合対策大綱 

注４ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標） 

    ２０１５年の国連サミットで採択された「誰一人取り残されない」持続可能で多様性と包括性のある社会の実現のため

の、２０３０年を年限とする１７の国際目標。 
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３ 計画期間 

本計画の計画期間は、令和２年度から国の自殺総合対策大綱の目標年度に合わせて

令和８年度までの７年間とします。ただし、社会情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ

て見直しを行います。 

 

４ 目標 

国及び東京都は令和８年度までに、自殺死亡率を平成２７年度と比べて３０％以上

減少としています。しかし、瑞穂町は人口規模が小さいため自殺者数はばらつきが大

きくなり自殺死亡率で比較することは困難です。よって、町では数値ではなく、下記

の目指す方向性を目標とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

瑞穂町は 
 
「誰も自殺に追い込まれることのない瑞穂町」 
 

の実現を目指します。 
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第２章 瑞穂町の自殺の現状 

1 瑞穂町の自殺の現状 

（１） 自殺者数 

町の自殺者数の推移を人口動態統計(注 5でみると、平成２０年から平成２９ 

年までの年間平均は６．８人となります。平成２８年が３人と最も少なく、 

１１人を上限に増減している状況です。（図４） 

 
(図４) 自殺者数の推移                                

 
資料：厚生労働省「人口動態統計」 

（２） 男女別自殺者数 

町の男女の自殺者数をみると、平成２０年から平成２９年までの男性の自殺 

   者数は５４人、女性の自殺者数は１４人であり、男性は女性の約３．９倍と多 

くなっています。（図５） 
 
(図５) 男女別自殺者の推移                           

 
資料：厚生労働省「人口動態統計」 

注５ 厚生労働省「人口動態統計」 
日本における日本人（外国人は含まない）を対象とし、住所地を基に死亡時点で計上。自殺、他殺あるいは事故死

のいずれか不明の時は自殺以外で処理しており、死亡診断書等について自殺の旨の訂正報告がない場合は、自殺に計

上していない。 
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（３） 性別・年齢階級別自殺者数 

町では、１年ごとの数値が小さく傾向を見るのが難しいため、複数年のデー 

タで比較します。性別・年齢別自殺者数をみると、男性は４０代と７０代以上 

が最も多く、次に３０代、５０代、６０代がそれぞれ８人となっています。 

また、この１０年間に１０代が１人見られます。女性は６０代が７人と最も 

多く、それ以外の世代で１人から２人となっています。（図６） 

 

(図６) 性別・年齢階級別自殺者数（平成２０年から平成２９年までの計）      

 
資料：厚生労働省「人口動態統計」 

（４） 職業別自殺者数 

   ① 職業別自殺者数 

  職業別の自殺者数については「地域における自殺の基礎資料」(注 6からみる 

と、無職者が有職者を超えています。有職者では、自営業者より被雇用者や勤 

め人が多くなっています。（図７） 
 
(図７) 有職者、無職者の自殺者数（平成２２年から平成３０年まで） 

※自殺者数が５人未満の場合は詳細が未公表のため平成２８年の２人分は入っていない。 

 

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（自殺日・住居） 

 

注６ 「厚生労働省の「地域における自殺の基礎資料」（警察庁の「自殺統計」） 
総人口（日本における外国人も含む）を対象とし、発見地を基に自殺死体発見時点（正確には認知）で、捜査等に

より自殺であると判明した時点で計上。平成２２年から集計。 

1 

7 

8 

11 

8 8 

11 

-

1 1 

2 

1 

7 

2 

 -

 2

 4

 6

 8

 10

 12

10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

男

女

3人( 5%)

17人( 31%)

39人( 64%)

自営業・家族従業者

被雇用・勤め人

無職

（人・％） N＝59

（人）N＝68 
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   ② 無職者の内訳 

    無職者の内訳をみると、「その他の無職者」の自殺者数が多くなっていま 

す。「その他の無職者」には、主婦、失業者、年金・雇用保険等生活者以外 

のすべての無職者（利子・ 配当・家賃等生活者、浮浪者、その他の無職

者）が含まれています。（図８） 

 

(図８) 無職者の内訳（平成２２年から平成３０年まで） 

※自殺者数が５人未満の場合は詳細が未公表のため平成２８年の２人分は入っていない。 

 

  資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（自殺日・住居） 

 

（５） 自殺者の動機・原因 

   町の動機・原因別自殺者数をみると、原因不詳を除き、健康問題が１７人、 

 経済・生活問題が１３人、家庭問題が１１人と続いています。原因が特定でき 

 ているものとして、勤務問題、男女問題、学校問題が挙がっています。（図９） 

 
(図９) 動機・原因別自殺者数（平成２２年から平成３０年まで） 

    ※自殺者数が５人未満の場合は詳細が未公表のため平成２８年の２人分は入っていない。 
※遺書など自殺を裏付ける資料により明らかに推定できる動機・原因を自殺者一人につき
３つまで計上。 

 

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（自殺日・住居） 

1人(3%)

4人(11%)

4人(11%)

5人(14%)
22人( 61%)

学生・生徒等

主婦

失業者

年金・雇用保険等生活者

その他の無職者

11人( 16%)

17人( 25%)

13人(19%)

2人(3%)

1人( 2%)

1人( 1%)

3人(4%)

21人( 30%)

家庭問題

健康問題

経済・生活問題

勤務問題

男女問題

学校問題

原因その他

原因不詳

（人・％） N＝36 

 

（人） N＝69 
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（６） 同居者の有無 

瑞穂町の自殺者を同居者の有無でみると、同居人有が４２人で、同居人無 

  の２１人に比べて約２倍と多くなっています。（図１０） 

 

(図１０) 同居者の有無（平成２２年から平成３０年まで） 

 
資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（自殺日・住居） 

 

２  調査結果 

（１） 瑞穂町町民意識調査報告書(注 7（平成２７年３月 有効回答数１,５２３） 

社会は何を重視するべきと考えるかをたずねた結果、「安心して暮らせるこ 
 と」が７６．６％で１番多く、「健康的に生活できること」が３４．７％で続い 
ています。 
    

（２） 地域保健福祉計画調査(注 8（平成２６年９月  有効回答数１５９） 

   ① 瑞穂町の暮らしやすさの項目で、「困った時に助け合えるまちであるか」 

をたずねた結果、「そう思う」「まあそう思う」が合わせて４４．１％で、 

「あまりそう思わない」「そう思わない」は合わせて１７．０％でした。 

 
   ② 近所づきあいの程度をたずねた結果、「必要に応じてやっている程度」が 
    ６９．２％、「ほとんどやっていない」は１５．１％でした。 
 

  ③ 悩みやストレスの相談相手（複数回答）をたずねた結果、「家族に相談し 
   ている」が５６．６％、「友人・知人に相談している」が５２．２％と半数 
   以上を占めています。一方、「相談したいが誰にも相談できずにいる」「相談 
   したいがどこに相 談したらよいかわからない人」が合わせて５．７％でした。 
 
注７ 瑞穂町町民意識調査報告書 

平成２８年度から令和２年度の５年間を計画期間とする「第４次瑞穂町長期総合計画後期基本計画」の策定に

あたり、これまで推進してきた第４次瑞穂町長期総合計画及び前期期間に対する町民の評価、この間の町民意識

の変化等を把握することを目的とした調査。（資料編を参照） 
    
   注８ 地域保健福祉計画調査 
       第３次地域保健福祉計画の策定に向け、町民が地域福祉についてどのような考えを持っているのか、また、 

      誰もが暮らしやすい地域社会の実現に向けた基礎資料とすることを目的に実施したアンケート調査。（資料編を 

      参照） 

42人（66%）

21人（ 34%）

同居人有

同居人無

（人） N＝63
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３ 自殺実態プロファイル 

   国は、自殺総合対策推進センター(注 9において、全ての都道府県及び市町村に 

ついてそれぞれの自殺の実態を分析した自殺実態プロファイルを作成し、地方公 

共団体の地域自殺対策計画の策定を支援するためにデータを提供しています。 

   瑞穂町の重点施策の分野としては、無職者・失業者、生活困窮者、高齢者が推 

奨されています。 
   
 注９ 自殺総合対策推進センター 

     国立精神・神経医療センター内に設置されている組織で、各地域の自殺についての傾向を分析し、自治体へ提供 
   するなどの活動を実施。 
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第３章 瑞穂町における自殺の特徴と予防に向けた課題 

 １ 瑞穂町の自殺の特徴と課題及び予防に向けた取組の方向性 

（１） 全住民を対象としたすそ野の広い自殺予防対策の実施 

   過去の統計をみると、町では自殺で年に約７人が亡くなっており、１０年間 

では、どの年代にも自殺者がみられます。男女別では男性の自殺者が多い傾向 

が続いています。また、調査結果において「相談したいが誰にも相談できずに 

いる」及び「相談したいがどこに相談したらいいかわからない」といった「相 

談先や支援対策の情報を知らない人」が一定の割合でいることが分かります。 

 以上のことから、相談先や支援対策の周知を幅広く実施していくことが重要 

です。また、男性に効果的なアプローチ方法を検討していくことも必要です。 

 

（２） 困ったときに住民同士が助け合う体制づくり 

   調査結果において近所づきあいを「ほとんどやっていない人」や「困ったと 

きに助けあえるまちと感じることができていない人」が一定の割合でいること 

が分かります。自殺対策を推進していくには、このような状況を改善し「住民 

同士の互助意識」を高めていくことが重要です。 

   以上のことから、身の回りの人の様子がいつもと違っていると感じた時に、 

お互いに声をかけ合える、困ったときには相談し合える関係づくりの体制整備 

を進めていくことが必要です。 

 

（３） 住民の問題解決に向けたネットワークの構築 

   過去の統計から町の自殺者の動機・原因をみると、健康問題、経済・生活問 

  題、家庭問題が多く、勤務問題、男女問題、学校問題も少なくありません。複 

  雑な背景の下、様々な年代の人が様々な問題を抱えたまま追い詰められた結果、 

自殺に至っていると考えられます。 

以上のことから、住民の様々な困りごとや相談に対応する支援者同士が、自 

殺予防という視点を持った情報の共有や連携を円滑にするために、顔の見える 

関係づくりなどの取組から段階的に開始し、将来的には地域のネットワークを 

つくっていくことが必要です。 

 

（４） 未成年者の自殺及び２０代で急増する若者の自殺への対策 

   過去の統計から、町では１０年間で１人、１０代の自殺がありました。２０ 

代では年に１人程度の自殺が起きています。自殺は追い込まれた末の死と言わ 

れており、未成年者や若者が自ら死を選ぶしかないほど追い詰められた状況に 

なることを防止しなければなりません。 

このことから、町で現在推進している「子どもの見守り」や「育成支援」等 

の施策を継続するとともに、今後は１０代、２０代の自殺対策の視点も踏まえ、 

学校教育や青少年支援活動を進めていくことも重要です。 
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（５） 自殺予防対策を視野に入れたきめ細やかな高齢者対策 

   過去の統計では、町の自殺者は６０代以上の高齢者が４割を占め、その半数 

  が７０代以上であることから、高齢者の自殺が多くなっていることが分かりま 

す。 

また、自殺実態プロファイル（１０ページ参照）でも、地域の課題として高 

齢者対策が挙げられています。 

このことから、町で現在推進している「地域での見守り」「居場所づくり」 

「閉じこもり予防」「健康づくり」などの高齢者施策を展開していくにあたり、 

今後は自殺予防対策も視野に取り入れていくことが必要です。 

 

（６） 自殺予防の視点を持った生活困窮者対策 

   過去の統計から、町の自殺者の職業別では無職者が、原因別では経済・生活 

  問題の占める割合が多くなっています。一般的に無職者は経済・生活問題を抱 

  えていることが多く、生活困窮に陥りやすいと考えられます。 

また、自殺実態プロファイル（１０ページ参照）でも、地域の課題として「生 

活困窮者対策」が挙げられています。生活困窮に至る原因は様々ですが、無職 

であること、経済や生活に困難を抱えていることが大きな一因であることは間 

違いありません。 

    以上のことから、既存の生活困窮者支援施策の推進に加え、住民サービス全 

   般にわたり、住民の抱える問題や悩みを早期に把握し、適切に対応できるよう 

   な予防的な取組を進め、深刻な結果になることを未然に防ぐことが必要です。 
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第４章 瑞穂町における施策 

 １ 基本理念 

 

 

 

 

 

  瑞穂町地域保健福祉計画と同じく、自殺予防行動計画においても「ふれあい・

ささえあい・やさしさのあるまち みずほ」を基本理念とします。この基本理念

の下、本計画により誰も自殺に追い込まれることがないよう、生きることを支援

するまちづくりを進めていきます。 

 

 ２ 自殺対策推進のための施策 

  瑞穂町における自殺対策を進めるため、「基本施策」３つ、「重点施策」３つを掲

げ６つの施策としてまとめ、一層の取組を進めていきます。 

 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ふれあい・ささえあい・やさしさのあるまち みずほ 

～すべての人を包み込む福祉社会をめざして～ 

基本施策１ 住民への啓発と周知 
      （自殺予防のメッセージ発信とポピュレーションアプローチ） 

 

基本施策２ 自殺対策を支える人材の育成 
      （自殺予防のための気づきと互助力の向上） 

 

基本施策３ 地域におけるネットワークの強化 
      （支援者の顔の見える関係づくりと、すきまのない支援体制づくり） 

 
重点施策１ 子ども・若者に対する支援 

 （児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育や若者を支える地域づくり） 

 

重点施策２ 高齢者に対する自殺予防の視点を持った支援 
 
重点施策３ 生活することに困難を抱える人に対する支援 
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第５章 計画の展開 

 基本施策１ 住民への啓発と周知 

       （自殺予防のメッセージ発信とポピュレーションアプローチ） 

  自殺に追い込まれるという状況は「誰にでも起こり得ること」であり、「誰も 

  が当事者となり得る重大な問題であること」について、広報活動等を通して周知 

啓発を行い、住民の理解促進を図ります。 

また、悩みを抱えた人が必要な支援を受けられるよう、セルフチェック可能な 

システムの運用や各種相談及び情報提供体制を充実させていきます。 

   

事業等名 事業等内容 所管課 関係機関等 

自殺対策促進月間 

キャンペーン 

広報みずほ、ホームページで、９月と３

月に住民を対象とした重点的な普及啓発

を行い、自殺対策についての理解の促進

を広く推進 

福祉部 

健康課 
東京都 

広報みずほやホー

ムページによる自

殺対策に関する情

報発信 

心の健康づくりについての知識や悩み事

に合わせた相談先の案内等の情報発信 

福祉部 

健康課 
東京都 

こころの体温計 

の運用と利用促進 

・ 心の健康をスマートフォンなどでセル

フチェックできるシステムの運用及び周

知、啓発による利用促進 

・ 利用者が必要に応じて適切な相談窓口

につながるように情報提供 

福祉部 

健康課 

 

 

外国人への支援及

び情報提供ツール

の作成 

外国人が悩んだときに活用できるツールの

検討 

企画部 

企画課 

福祉部 

健康課 

 

遺された家族への

支援や情報提供 

 

権利擁護センターみずほ等、各種窓口にお

ける相談支援と必要なサービスの利用につ 

ながるような情報提供 

 

福祉部 

福祉課等 

社会福祉 

協議会 

ワークライフバラ

ンスの推進 

男女共同参画等の活動を通じ、仕事と家

庭の両立や働き方改革などについて啓発 

企画部 

企画課 
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基本施策２ 自殺対策を支える人材の育成 

      （自殺予防のための気づきと互助力の向上） 

  自殺対策の担い手の養成と人材の資質向上を図るための自殺対策教育や研修等

について、住民サービスが職務である町職員を中心に実施していきます。 

 

事業等名 事業等内容 所管課 関係団体等 

職員等対象研修 

・ ゲートキーパー(注 10養成研修 

 ＊令和２年度から令和４年度までの３ 

  年間で実施、全職員の受講を目指す 

 ＊住民対応を行う各種委員、社会福祉 

  協議会、シルバー人材センターなど 

  外部関連団体の職員も対象とする 

・ 経済問題や法的問題への対応、疾病 

の特性の理解など、個別課題について 

の研修機会を確保 

 

 

福祉部 

健康課 

 

企画部 

総務課 

 

 

各種委員 

 

社会福祉 

協議会 

 

シルバー人材

センター等 

 

注１０ ゲートキーパー 
自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支援に

つなげ、見守る）を図ることができる人のこと。「命の門番」とも位置付けられる人のこと。 
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基本施策 3 地域におけるネットワークの強化 

      （支援者の顔の見える関係づくりと、すきまのない支援体制づくり） 

  関係機関等が幅広く連携して自殺対策を推進するためネットワークの強化に努め 

 ます。庁内外の関連部署で構成する「自殺対策連携会議」や「地域保健福祉審議会」 

において、関係者が顔の見える関係づくりを図るとともに地域ネットワークを強化 

するための施策を検討します。 

  

事業等名 事業等内容 所管課 関係団体等 

自殺対策連携会議 

会議の実施（年に２回程度） 

・ 計画の進捗管理・評価の検証等 

・ 自殺の背景となる多重債務、失業、

いじめ、過労、健康問題、家庭問題な

どへの相談に対応するため情報共有及

び連携協力体制の推進策の検討 

 

福祉部 

健康課 

 

社会福祉 

協議会等 

地域保健福祉 

審議会 

自殺対策の取組成果の報告 

（年に１回） 

＊ネットワーク強化についての課題や対

策についての意見を委員から聴取し、

計画の推進及び見直しに活用 

福祉部 

健康課 
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重点施策 1 子ども・若者に対する支援 

      （児童生徒の SOS の出し方に関する教育や若者を支える地域づくり）

 子ども・若者に対しては、ひきこもり者や発達障がい者（児）及び子ども食堂事業

への支援などを実施し、子どもたちの孤立の防止を図るとともに、若者の生活が安定

するための相談や犯罪の再犯防止の支援に取り組みます。また、町若手職員がセルフ

ケアに取り組めるよう、研修事業も推進します。 

これらの施策に加え、児童・生徒に対しては、小・中学生を対象に実施している「Ｓ

ＯＳの出し方や、様々な困難・ストレスへの対処方法を身に付けさせる教育」及びス

クールカウンセラーなどによる相談支援を継続していきます。また、不登校児童生徒

への支援策も継続して推進していきます。 

 

子ども・若者施策 

事業等名 事業等内容 所管課 関係団体等 

ひきこもり者に対す

る支援 

相談、訪問、就労、生活支援、家族の

相談、家族への助言等 

福祉部 

健康課 

東京都ひき

こもりサポ

ート支援事

業（ＮＰＯ

委託） 

１８歳未満の子ども

への支援 

養護（虐待等）、障がい、非行、育

成、里親に関する相談、助言、一時保

護 

福祉部 

子育て 

応援課 

児童相談所 

子ども食堂事業への

支援 

子ども食堂事業を実施するボランティ

アを支援し、子どもと多世代の交流の

促進を図り、双方の孤立を防止 

福祉部 

福祉課 

地域ボラン

ティア 

社会福祉協

議会 

発達障がい者（児）

支援事業 

発達障がいに関する専門相談員を配置し

た相談事業 

（相談、訪問、就労、生活支援、家族の

相談、家族への助言、講習会等） 

福祉部 

福祉課 

東京都発達

障害者支援 

センター 

医療機関 

生活安定支援事業 生活相談や就職・進学支援等の支援事業 
福祉部 

福祉課 

社会福祉協

議会 

（委託） 

民生・児童委員活動

への支援 

民生・児童委員による地域の相談・支援

等の実施 

福祉部 

福祉課 

民生委員・

児童委員協

議会 
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事業等名 事業等内容 所管課 関係団体等 

更生保護活動 
再犯防止・自殺等の相談・支援等の実

施 

福祉部 

福祉課 

法務省、西

多摩保護司

会瑞穂分区 

若手職員の研修事業 
メンタルヘルスの保持や相談方法など

をテーマに研修を実施 

企画部 

総務課 
 

 

児童・生徒施策 

事業等名 事業等内容 所管課 関係団体等 

多世代間交流推進事

業への支援 

児童等が高齢者などと交流を持つ機会

を提供し、孤立の防止や困ったときに

他者へ相談する重要性を啓発 

福祉部 

福祉課 

子育て 

応援課 

地域ボラン

ティア等 

１８歳未満の子ども

への支援 

養護（虐待等）、障がい、非行、育

成、里親に関する相談、助言、一時保

護 

福祉部 

子育て 

応援課 

児童相談所 

生活安定支援事業 生活相談や就職・進学支援等 
福祉部 

福祉課 

社会福祉協

議会 

（委託） 

生活困窮者自立支援

事業 
子供の学習・生活支援事業就労支援事業 

福祉部 

福祉課 

西多摩くら

しの相談セ

ンター 

民生・児童委員活動

への支援 

民生・児童委員による地域の相談・支援

等の実施 

福祉部 

福祉課 

民生委員・

児童委員協

議会 

ＳＯＳの出し方（自

殺の防止）に関する

教育の推進 

・ 小・中学校の授業の中で、児童・生徒

の様々な困難・ストレスへの対処方法

を身に付けさせる教育を実施 

・ 取り組んでいる教育活動に関して、時

宜にかなった形で分かりやすく情報を

提供 

教育部 

教育 

指導課 

東京都 

教育委員会 
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事業等名 事業等内容 所管課 関係団体等 

不登校児童生徒支援

事業 

・ 不登校児童生徒(公立学校に通う小中

学生)を対象にした適応指導教室を設

置 

・ 不登校児童生徒の集団再適応、自立を

援助する学習・生活指導等の実施 

・ 不登校児童生徒の保護者に対する相

談活動の実施 

教育部 

教育 

指導課 

 

 

児童・生徒の学校生

活を中心とした相談

（いじめ含む） 

・ 子どもの学校生活上の悩みや心配事

に関する相談を在籍する学校で、教育

相談員（臨床心理士）やスクールカウ

ンセラーと対面で受け付ける 

・ 学校で相談しにくい場合は、教育相談

室で相談が可能。なお、教育相談室の

子どもの対象年齢は１８歳まで 

教育部 

教育 

指導課 
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重点施策 2 高齢者に対する自殺予防の視点を持った支援 

  高齢者の自殺予防については、ひきこもりや抑うつ状態などの理由で陥る孤立

状態が課題としてあることから、高齢者の家族構成、生活環境、価値観などを踏

まえた支援が必要となります。瑞穂町では関係団体等の協力を得ながら、通いの

場の提供や生きがい活動への支援を充実させることで孤立を防ぎます。 

  また、外出支援策として福祉バスを運行するとともに、独居高齢者などを対象

に民間事業者等と連携した見守りや安否確認事業も推進していくことで、高齢者

の孤立を未然に防止していきます。 

 

高齢者施策 

事業等名 事業等内容 所管課 関係団体等 

寄り合いハウスいこ

い、シルバーまちか

どの運営・支援 

高齢者や子ども等の多世代の地域住民

が気軽に立ち寄ることのできる地域交

流拠点の運営・支援 

＊寄り合いハウスいこいは運営ボラン

ティアの会が施設の管理運営 

＊シルバーまちかどはシルバー人材セ

ンターへ委託 

福祉部 

高齢者 

福祉課 

地域ボラン

ティア、シ

ルバー人材

センター 

 

生きがい施策 

（老人クラブへの活

動助成） 

老人クラブ（地域在住の６０歳以上の

住民が健康づくりや仲間づくりを目的

に集まった団体）への活動費の助成 

福祉部 

高齢者 

福祉課 

寿クラブ 

連合会 

高齢者福祉センター

（寿楽）の運営 

６０歳以上の人のための施設で、各種

教室への参加、サークルでの活動によ

り教養を高め、生きがいづくり、社会参

加の促進の場として運営 

（社会福祉協議会へ委託） 

福祉部 

高齢者 

福祉課 

社会福祉 

協議会 

福祉バス運行事業 

高齢者等が、町内福祉施設などを利用

しやすくするために、無料で乗車でき

る福祉バスの運行（事業者へ委託） 

福祉部 

高齢者 

福祉課 

社会福祉協

議会（運営

委託） 

配食サービス事業 

６５歳以上のひとり暮らし高齢者世帯

やこれに準ずる世帯の人で、食事の調

理等が困難な方を対象に、栄養バラン

スのとれた昼食を週２回配達するサー

ビスで、あわせて安否確認も実施 

（社会福祉法人へ委託） 

福祉部 

高齢者 

福祉課 
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事業等名 事業等内容 所管課 関係団体等 

民生・児童委員活動

への支援 

民生・児童委員による地域の相談・支

援等の実施 

福祉部 

福祉課 

民生委員・ 

児童委員協

議会 

地域見守り 

ネットワーク 

 

ふれあい訪問事業 

ひとり暮らし等施策として実施 

・ 瑞穂町見守りネットワークに関する

協定を関係事業所等と締結し、地域

による見守り活動を強化 

・ ７０歳以上のひとり暮らし高齢者を

対象に、週３回自宅へ訪問し乳酸菌

飲料を届け、直接会話をして安否確

認を実施（ふれあい訪問事業） 

福祉部 

高齢者 

福祉課 

関係民間 

事業所等 

家族介護者の 

つどい 

家族介護者の日ごろの悩みの解消や、

リフレッシュ、情報交換の場を運営 

福祉部 

高齢者 

福祉課 

 

シルバー人材センタ

ーへの支援事業 

・ 高齢者の就労支援の場 

・ 働くことによる介護予防の場 

・ 就労することによる生きがいづくり 

の場を提供する事業運営に対して支援 

福祉部 

高齢者 

福祉課 

 

認知症カフェ事業 

認知症の方及び家族、地域住民、専門

職等が集い、認知症に向き合い、様々

な情報交換や認知症に関する相談を行

ったり、思いを語ったり安心して過ご

せる場の運営 

＊就労者や男性にも利用しやすい夜間

の実施も開始している 

福祉部 

高齢者 

福祉課 

社会福祉協

議会等 

認知症サポーター 

養成講座 

誰もが安心して暮らせる地域づくりを

目指して、認知症についての正しい知

識を持ち、認知症の方や家族を応援す

る認知症サポーターを養成する 

 

福祉部 

高齢者 

福祉課 

 

「通いの場」の活動

支援 

 

高齢者が地域で交流できる、住民主体

の介護予防に資する「通いの場」の創

設、活動支援 

 

福祉部 

高齢者 

福祉課 
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事業等名 事業等内容 所管課 関係団体等 

地域包括支援 

センター 

（高齢者支援 

センター）事業 

 

・ 高齢者の相談に応じ、高齢者の社

会参加の促進と福祉の増進を図る 

・ 地域ケア会議の開催 

（２か所を運営委託） 

 

福祉部 

高齢者 

福祉課 

社会福祉協

議会等 
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重点施策 3 生活することに困難を抱える人に対する支援 

会社の倒産や解雇、配置転換や過労が原因の心身不調による退職、親の介護など

による自己都合退職等、失業に至る理由は様々です。ひきこもりのまま学校を卒業

し無職になる人もいます。一方、失業とは別に経済困難を抱えた高齢者の中には安

心して生活できる居住場所の確保が難しい人もいます。瑞穂町はこれらの理由によ

り生活困窮に陥っている人に対し、西多摩福祉事務所及び西多摩くらしの相談セン

ター、ハローワーク等と連携した支援を行います。 

また、公営住宅の家賃滞納者や居住環境の悪化などの状況から生活困難を抱えて

いると予想される人や契約のトラブルなど消費生活上の悩みを抱えている人につい

ては、問題が深刻になる前に必要な支援につながるよう、相談及び情報提供をして

いきます。 

 

無職者・失業者・生活困窮者等施策 

事業等名 事業等内容 所管課 関係団体等 

西多摩福祉事務所等

との連携 

生活保護制度、生活困窮者自立支援事

業に関する西多摩福祉事務所等との連

携及び連携会議の開催 

福祉部 

福祉課 

西多摩 

福祉事務所 
 

西多摩 

くらしの相談 

センター 

緊急一時保護事業・

自立支援事業 
路上生活者に対する対応・支援 

福祉部 

福祉課 

西多摩 

福祉事務所 

生活困窮者支援ネッ

トワーク会議 

生活困窮者自立支援事業（西多摩くら

しの相談センター）について下記の関

係機関による情報共有及び連携の推進

を図る（年１回） 

※住民課、税務課、子育て応援課、 

 高齢者福祉課、教育指導課、健康課 

※西多摩福祉事務所、西多摩くらしの

相談センター、社会福祉協議会、高齢

者支援センター 

福祉部 

福祉課 

西多摩 

福祉事務所 

 

西多摩 

くらしの相談 

センター 

 

社会福祉 

協議会 

 

高齢者支援 

センター 

公害・生活環境・ご

み処理の相談、支援 

公害・生活環境・ごみ処理に関する苦

情や相談の受付及び問題解決の支援 

住民部 

環境課 
多摩環境事務所 

公営住宅事務 

公営住宅家賃滞納整

理対策 

住宅借用希望者や家賃滞納者の困難な

状況についての相談を支援につなげる

体制の整備 

企画部 

管財課 

西多摩福祉 

事務所等 
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事業等名 事業等内容 所管課 関係団体等 

養護老人ホームへの

入所支援 

６５歳以上で経済的理由等により自宅

での生活が困難な高齢者を対象に入所

手続き等の支援 

福祉部 

高齢者 

福祉課 

  

生活安定対策事業 

（若年者の就労相

談） 

ハローワーク 

若年者の就労相談・内職の求人相談・

就職面接会・就労支援セミナー等の実

施 

都市整備部 

産業課 

ハローワー

ク青梅 

消費生活相談事業 

多重債務相談事業 

・ 契約や取引に関するトラブルの解決 

のための相談、アドバイスや情報提供 

・ 消費者教育・啓発 

・ 消費者団体活動支援 

都市整備部 

産業課 

東京都消費

生活相談セ

ンター 

中小企業資金融資 
・ 低金利の融資の斡旋 

・ 利子補給および保証料の補助 

都市整備部 

産業課 
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第６章 計画の推進に向けて 

 

 1 各施策の推進体制 

 令和元年に開始した「自殺対策計画策定に関する庁内等関係者会議」を構成する

 各部課長が中心になり、各々の取組を進めるとともに、相互に緊密な連携、協力を

 図ることで総合的な自殺対策を推進します。これらの対策については、毎年評価、

 点検を実施します。この過程で明らかになった新たな課題などの対策につい ては、

 令和６年度に予定する、本計画の見直しに反映させます。 

また、 本計画の進捗状況及び成果については、地域保健福祉審議会において毎年 

報告し、審議会の意見等についても、本計画の推進や見直しに反映させます。  

 

 

 

資料編 

 ◎瑞穂町自殺対策計画策定に関する庁内等関係者会議名簿 

 ◎自殺対策基本法 

 ◎瑞穂町町民意識調査報告書（該当部分の表を抜粋） 

 ◎地域保健福祉計画調査（該当部分の表を抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



瑞穂町自殺対策計画策定に関する庁内等関係者会議名簿 

  

令和２年３月現在 

所   属   等 氏   名 

 企 画 部 長 福 井  啓 文 

 住 民 部 長 大 井  克 己 

 福 祉 部 長 横 沢  真 

 都市整備部長 村 山  俊 彰 

 教 育 部 長 小 峰  芳 行 

 企 画 部 企 画 課 長 宮 坂  勝 利 

 企 画 部 総 務 課 長 小 作  正 人 

 住 民 部 税 務 課 長 小 野  基 光 

 住 民 部 環 境 課 長 野 口  英 雄 

 福 祉 部 福 祉 課 長 田野  太郁哉 

 福 祉 部 子育て応援課長 石 川  修 

 福 祉 部 高齢者福祉課長 臼 井  孝 安 

 都 市 整 備 部 産 業 課 長 長谷部  康行 

 教 育 部 学校教育課長 友 野  裕 之 

 教 育 部 教育指導課長 小 熊  克 也 

 企画部 企画課 企 画 係 長 工 藤  洋 介 

 社会福祉協議会 事 務 局 次 長 村 野  香 月 

 西多摩保健所 地域保健推進担当課長 小 林  啓 子 

 西多摩保健所 市町村等連絡調整課長代理 大 倉  景 道 

 

    

    事務局 

所  属  等 氏   名 

福 祉 部 健 康 課 長 福 島  由 子 

福 祉 部 健康課  主事 宮 野  裕 城 

 



自殺対策基本法（平成十八年法律第八十五号） 

 

目次 

第一章 総則（第一条―第十一条） 

第二章 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画等（第十二条―第十四条） 

第三章 基本的施策（第十五条―第二十二条） 

第四章 自殺総合対策会議等（第二十三条―第二十五条） 

附則 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、我が国において自殺による死亡者数が高い水準で推移

している状況にあり、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して、

これに対処していくことが重要な課題となっていることに鑑み、自殺対策に関し、

基本理念を定め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、自殺

対策の基本となる事項を定めること等により、自殺対策を総合的に推進して、自

殺の防止を図り、あわせて自殺者の親族等の支援の充実を図り、もって国民が健

康で生きがいを持って暮らすことのできる社会の実現に寄与することを目的とす

る。 

 

（基本理念） 

第二条 自殺対策は、生きることの包括的な支援として、全ての人がかけがえのな

い個人として尊重されるとともに、生きる力を基礎として生きがいや希望を持っ

て暮らすことができるよう、その妨げとなる諸要因の解消に資するための支援と

それを支えかつ促進するための環境の整備充実が幅広くかつ適切に図られること

を旨として、実施されなければならない。 

２ 自殺対策は、自殺が個人的な問題としてのみ捉えられるべきものではなく、そ

の背景に様々な社会的な要因があることを踏まえ、社会的な取組として実施され

なければならない。 

３ 自殺対策は、自殺が多様かつ複合的な原因及び背景を有するものであることを

踏まえ、単に精神保健的観点からのみならず、自殺の実態に即して実施されるよ

うにしなければならない。 

４ 自殺対策は、自殺の事前予防、自殺発生の危機への対応及び自殺が発生した後

又は自殺が未遂に終わった後の事後対応の各段階に応じた効果的な施策として実

施されなければならない。 

５ 自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施策との有機的な連

携が図られ、総合的に実施されなければならない。 



 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念（次項において「基本理念」という。）にのっとり、

自殺対策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、自殺対策について、国と協力しつつ、

当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

３ 国は、地方公共団体に対し、前項の責務が十分に果たされるように必要な助言

その他の援助を行うものとする。 

 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、国及び地方公共団体が実施する自殺対策に協力するとともに、

その雇用する労働者の心の健康の保持を図るため必要な措置を講ずるよう努める

ものとする。 

 

（国民の責務） 

第五条 国民は、生きることの包括的な支援としての自殺対策の重要性に関する理

解と関心を深めるよう努めるものとする。 

 

（国民の理解の増進） 

第六条 国及び地方公共団体は、教育活動、広報活動等を通じて、自殺対策に関す

る国民の理解を深めるよう必要な措置を講ずるものとする。 

 

（自殺予防週間及び自殺対策強化月間） 

第七条 国民の間に広く自殺対策の重要性に関する理解と関心を深めるとともに、

自殺対策の総合的な推進に資するため、自殺予防週間及び自殺対策強化月間を設

ける。 

２ 自殺予防週間は九月十日から九月十六日までとし、自殺対策強化月間は三月と

する。 

３ 国及び地方公共団体は、自殺予防週間においては、啓発活動を広く展開するも

のとし、それにふさわしい事業を実施するよう努めるものとする。 

４ 国及び地方公共団体は、自殺対策強化月間においては、自殺対策を集中的に展

開するものとし、関係機関及び関係団体と相互に連携協力を図りながら、相談事

業その他それにふさわしい事業を実施するよう努めるものとする。 

 

（関係者の連携協力） 

第八条 国、地方公共団体、医療機関、事業主、学校（学校教育法（昭和二十二年

法律第二十六号）第一条に規定する学校をいい、幼稚園及び特別支援学校の幼稚



部を除く。第十七条第一項及び第三項において同じ。）、自殺対策に係る活動を

行う民間の団体その他の関係者は、自殺対策の総合的かつ効果的な推進のため、

相互に連携を図りながら協力するものとする。 

 

（名誉及び生活の平穏への配慮） 

第九条 自殺対策の実施に当たっては、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の

親族等の名誉及び生活の平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害する

ことのないようにしなければならない。 

 

（法制上の措置等） 

第十条 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措置

その他の措置を講じなければならない。 

 

（年次報告） 

第十一条 政府は、毎年、国会に、我が国における自殺の概況及び講じた自殺対策

に関する報告書を提出しなければならない。 

 

第二章 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画等 

（自殺総合対策大綱） 

第十二条 政府は、政府が推進すべき自殺対策の指針として、基本的かつ総合的な

自殺対策の大綱（次条及び第二十三条第二項第一号において「自殺総合対策大綱」

という。）を定めなければならない。 

 

（都道府県自殺対策計画等） 

第十三条 都道府県は、自殺総合対策大綱及び地域の実情を勘案して、当該都道府

県の区域内における自殺対策についての計画（次項及び次条において「都道府県

自殺対策計画」という。）を定めるものとする。 

２ 市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並びに地域の実情を勘

案して、当該市町村の区域内における自殺対策についての計画（次条において「市

町村自殺対策計画」という。）を定めるものとする。 

 

（都道府県及び市町村に対する交付金の交付） 

第十四条 国は、都道府県自殺対策計画又は市町村自殺対策計画に基づいて当該地

域の状況に応じた自殺対策のために必要な事業、その総合的かつ効果的な取組等

を実施する都道府県又は市町村に対し、当該事業等の実施に要する経費に充てる

ため、推進される自殺対策の内容その他の事項を勘案して、厚生労働省令で定め

るところにより、予算の範囲内で、交付金を交付することができる。 

 



第三章 基本的施策 

（調査研究等の推進及び体制の整備） 

第十五条 国及び地方公共団体は、自殺対策の総合的かつ効果的な実施に資するた

め、自殺の実態、自殺の防止、自殺者の親族等の支援の在り方、地域の状況に応

じた自殺対策の在り方、自殺対策の実施の状況等又は心の健康の保持増進につい

ての調査研究及び検証並びにその成果の活用を推進するとともに、自殺対策につ

いて、先進的な取組に関する情報その他の情報の収集、整理及び提供を行うもの

とする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策の効率的かつ円滑な実施に資するための体

制の整備を行うものとする。 

 

（人材の確保等） 

第十六条 国及び地方公共団体は、大学、専修学校、関係団体等との連携協力を図

りながら、自殺対策に係る人材の確保、養成及び資質の向上に必要な施策を講ず

るものとする。 

 

（心の健康の保持に係る教育及び啓発の推進等） 

第十七条 国及び地方公共団体は、職域、学校、地域等における国民の心の健康の

保持に係る教育及び啓発の推進並びに相談体制の整備、事業主、学校の教職員等

に対する国民の心の健康の保持に関する研修の機会の確保等必要な施策を講ずる

ものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策で大学及び高等専門学校に係るものを講ず

るに当たっては、大学及び高等専門学校における教育の特性に配慮しなければな

らない。 

３ 学校は、当該学校に在籍する児童、生徒等の保護者、地域住民その他の関係者

との連携を図りつつ、当該学校に在籍する児童、生徒等に対し、各人がかけがえ

のない個人として共に尊重し合いながら生きていくことについての意識の涵
か ん

養等

に資する教育又は啓発、困難な事態、強い心理的負担を受けた場合等における対

処の仕方を身に付ける等のための教育又は啓発その他当該学校に在籍する児童、

生徒等の心の健康の保持に係る教育又は啓発を行うよう努めるものとする。 

 

（医療提供体制の整備） 

第十八条 国及び地方公共団体は、心の健康の保持に支障を生じていることにより

自殺のおそれがある者に対し必要な医療が早期かつ適切に提供されるよう、精神

疾患を有する者が精神保健に関して学識経験を有する医師（以下この条において

「精神科医」という。）の診療を受けやすい環境の整備、良質かつ適切な精神医

療が提供される体制の整備、身体の傷害又は疾病についての診療の初期の段階に



おける当該診療を行う医師と精神科医との適切な連携の確保、救急医療を行う医

師と精神科医との適切な連携の確保、精神科医とその地域において自殺対策に係

る活動を行うその他の心理、保健福祉等に関する専門家、民間の団体等の関係者

との円滑な連携の確保等必要な施策を講ずるものとする。 

 

（自殺発生回避のための体制の整備等） 

第十九条 国及び地方公共団体は、自殺をする危険性が高い者を早期に発見し、相談その他

の自殺の発生を回避するための適切な対処を行う体制の整備及び充実に必要な施策を講

ずるものとする。 

 

（自殺未遂者等の支援） 

第二十条 国及び地方公共団体は、自殺未遂者が再び自殺を図ることのないよう、

自殺未遂者等への適切な支援を行うために必要な施策を講ずるものとする。 

 

（自殺者の親族等の支援） 

第二十一条 国及び地方公共団体は、自殺又は自殺未遂が自殺者又は自殺未遂者の

親族等に及ぼす深刻な心理的影響が緩和されるよう、当該親族等への適切な支援

を行うために必要な施策を講ずるものとする。 

 

（民間団体の活動の支援） 

第二十二条 国及び地方公共団体は、民間の団体が行う自殺の防止、自殺者の親族

等の支援等に関する活動を支援するため、助言、財政上の措置その他の必要な施

策を講ずるものとする。 

 

第四章 自殺総合対策会議等 

（設置及び所掌事務） 

第二十三条 厚生労働省に、特別の機関として、自殺総合対策会議（以下「会議」

という。）を置く。 

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 自殺総合対策大綱の案を作成すること。 

二 自殺対策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。 

三 前二号に掲げるもののほか、自殺対策に関する重要事項について審議し、及び

自殺対策の実施を推進すること。 

  

（会議の組織等） 

第二十四条 会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、厚生労働大臣をもって充てる。 

３ 委員は、厚生労働大臣以外の国務大臣のうちから、厚生労働大臣の申出により、内閣総



理大臣が指定する者をもって充てる。 

４ 会議に、幹事を置く。 

５ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、厚生労働大臣が任命する。 

６ 幹事は、会議の所掌事務について、会長及び委員を助ける。 

７ 前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

（必要な組織の整備） 

第二十五条 前二条に定めるもののほか、政府は、自殺対策を推進するにつき、必

要な組織の整備を図るものとする。 



 

 

（3）社会が重視すべきこと 

 これからの社会が重視すべきことは「安心して暮らせること」と、これまでの調査において３分

の２以上の回答者があげ、他の回答を大きく引き離している。 

 それに次ぐ「健康的に生活できること」は、これまでの調査においていずれの回でも２位にあげ

られ、あまり大きな変化は見られない。 

 また、「住み慣れたところで住み続けられること」や「地域の中でお互いに助け合うこと」は、

いずれの回でも大きな差はないものの、調査ごとに割合を増加する傾向にあり、地域社会における

町民同士のつながりが大切にされているものと思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

69.0 

37.3 

23.3 

24.4 

21.2 

17.8 

17.6 

18.1 

13.4 

10.9 

9.6 

7.8 

2.2 

3.0 

0.7 

1.9 

74.5 

34.4 

25.8 

27.7 

23.2 

15.9 

17.4 

16.0 

11.8 

9.8 

7.8 

6.6 

3.3 

3.3 

0.9 

1.2 

76.6

35.6

27.3

26.4

23.6

16.6

15.3

14.1

11.2

8.5

6.9

5.0

4.2

3.6

0.9

0.9

76.6

34.7 

27.1 

28.2 

20.6 

16.7 

14.6 

12.5 

9.8 

8.7 

5.8 

5.3 

3.9 

3.7 

0.7 

1.6 

安心して暮らせること

健康的に生活できること

住み慣れたところで住み続け

られること

地域の中でお互いに助け合うこと

思いやりの心に満ちていること

経済発展などによる活力のあること

心の豊かさを実感できること

生きがいを持ち自己実現できること

時間的なゆとりを実感できること

地域や家庭を重視すること

自分の適性や能力を活かせること

自己責任や自立自助に基づくこと

物質的な豊かさを実感できること

交流の活発なこと

その他

無回答

平成11年度(1883)

平成16年度(1403)

平成21年度(1605)

平成26年度(1523)

瑞穂町町民意識調査報告書 

より抜粋 

（％） 



 

 

 

３ 地域保健福祉計画調査概要 

（１）調査の目的 

本計画の策定に向け、町民が地域福祉についてどのような考えを持っているのか、ま

た、誰もが暮らしやすい地域社会の実現に向けた基礎資料とすることを目的に「地域保健

福祉計画調査（以下、「アンケート調査」という。）」を実施しました。 

 

 

（２）調査方法と回収状況 

調査期間 ：平成 26年９月 

調査方法 ：郵送調査法 

調査対象者：平成 26年８月１日現在、瑞穂町在住の 18歳以上 65歳未満 500人 

（無作為抽出） 
 

配布数 有効回収数 有効回収率 

500票 159票 31.8％ 

 

 

（３）調査結果の概要 

① 瑞穂町の暮らしやすさ 

「①子どもがいきいき育つまち」と「②高齢者が暮らしやすいまち」は「そう思う」

と「まあそう思う」を合わせた“そう思う”が５割を超えていますが、「③障がい者が

暮らしやすいまち」「④困ったときに助け合えるまち」「⑤災害の時に安心なまち」の３

項目は３～４割にとどまっています。 

 

 

 

 

 

  

17.0%

13.8%

6.9%

14.5%

11.3%

44.7%

36.5%

24.5%

29.6%

24.5%

23.9%

32.1%

41.5%

35.8%

43.4%

9.4%

10.7%

18.2%

13.2%

12.6%

3.1%

4.4%

5.7%

3.8%

4.4%

1.9%

2.5%

3.1%

3.1%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①子どもがいきいき育つまち

②高齢者が暮らしやすいまち

③障がい者が暮らしやすいまち

④困ったときに助け合えるまち

⑤災害の時に安心なまち

全体(n=159)

そう思う まあそう思う どちらともいえない あまりそう思わない そう思わない 無回答

瑞穂町第３次地域保健福祉計画、地域

保健福祉計画調査概要より抜粋 

より抜粋  



 

 

④ 近所づきあいの程度 

「必要に応じてやっている程度」とする人が約７割となっています。「積極的にやっ

ている方だと思う」「ほとんどやっていない」はそれぞれ 15.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 地域の人達がお互いに支え合っていく上で大切なこと（複数回答） 

「隣近所の人達との普段からの付き合い」（81.8％）と「ひとりで暮らしている高齢

者の見守りの活動」（69.8％）とする人が７～８割と多数を占めています。 

また、「地域が行う防災活動などの日常的な協力活動」が 42.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 福祉ボランティア活動や助け合い活動の経験 

「活動したことがない」が 79.2％と、約８割を占めています。 

また、「現在活動している」（5.0％）と「以前活動したことがある」（15.1％）を合

わせた“活動あり”は約２割にとどまっています。 

 

 

 

 

  

15.1% 69.2% 15.1% 0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=159)

積極的にやっている方だと思う 必要に応じてやっている程度

ほとんどやっていない 無回答

81.8%

21.4%

69.8%

12.6%

42.8%

13.2%

3.1%

2.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

隣近所の人達との普段からの付き合い

子どものしつけや子育てについての協力・助言

ひとりで暮らしている高齢者の見守りの活動

障がい者との交流

地域が行う防災活動などの日常的な協力活動

スポーツやレクリエーション活動を通じた健康づくり

その他

無回答

全体(n=159)

5.0% 15.1% 79.2% 0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=159)

現在活動している 以前活動したことがある 活動したことがない 無回答



 

 

 

⑨ 日頃、健康について注意していること（複数回答） 

「過労に注意し、睡眠や休養を適度にとる」（42.1％）、「定期的に健康診断を受けて

いる」（39.0％）、「栄養のバランス等、食生活に気をつける」（38.4％）、「規則正しい

生活を心がける」（37.7％）、「運動やスポーツ（体操や散歩を含む）をする」（35.8％）

を挙げる人がそれぞれ４割前後となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩ 悩みやストレスの相談相手（複数回答） 

「家族に相談している」（56.6％）と「友人・知人に相談している」（52.2％）が半

数以上を占めている反面、「相談する必要は無いので誰にも相談していない」とする人

が 18.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

42.1%

37.7%

38.4%

35.8%

17.0%

39.0%

8.2%

5.7%

11.3%

23.3%

6.9%

0.6%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

過労に注意し、睡眠や休養を適度にとる

規則正しい生活を心がける

栄養のバランス等、食生活に気をつける

運動やスポーツ（体操や散歩を含む）をする

健康づくりの情報や知識を増やすようにしている

定期的に健康診断を受けている

気軽に相談できるかかりつけ医がいる

酒量を控えている

たばこを控えている（吸わない）

日常生活の中でできるだけ体を動かすようにする

健康の記録（体重、体脂肪率、血圧値など）を

つける習慣がある

その他

無回答

全体(n=159)

56.6%

52.2%

17.6%

4.4%

0.6%

10.7%

2.5%

1.3%

1.9%

3.8%

18.9%

5.0%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

家族に相談している

友人・知人に相談している

職場の上司・同僚に相談している

公的な機関の相談窓口を利用している

民間の機関の相談窓口を利用している

病院・診療所の医師に相談している

テレビ、ラジオ、新聞などの相談コーナーを利用している

1～7以外で相談している

相談したいが誰にも相談できないでいる

相談したいがどこに相談したらよいかわからない

相談する必要は無いので誰にも相談していない

その他

無回答

全体(n=159)
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